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影響システムとしてのABC再考
──戦略的対話を媒介とした管理会計のレレバンス・リゲイン──

君　　島　　美 葵 子

ཁɹࢫ

　本研究は，1980年代に指ఠされた管理会計の「レレバンス・ロスト」をഎܠに，活動基準原
価計算（ABC）が果たす役割を再考するものである．伝統的原価計算では，間接費の૿大によ
る原価構造の変化を正確にଊえられず，原価の計算݁果の࿪み，ͻいては経営意思決定への役
立ちに不安が残るようになった．ABCは，୯に資源消費を可ࢹ化する「情報システム」に留ま
らず，組織成員の行動や認識に変容をഭる「影響システム」としてのଆ面を持つ．作業プロセ
スを可ࢹ化し「価値を生Ή活動」を再定ٛすることで，ݱ場が管理主体性を取り໭す「レレバ
ンス・リゲイン」がଅされる．本研究のয点は，ABCによる原価情報が業績測定システムの基
盤となり，組織内における「戦略的対話」の質をいかに向上させるかを解明することにある．

Ωʔϫʔυ：�活動基準原価計算（ABC），レレバンス・ロスト，情報システム，影響システム，
レレバンス・リゲイン，戦略的対話（Strategic Dialogue）
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　1987年 にH. T. +ohnsonとR. S. Kaplanが 著 し た『Relevance Lost: The Rise and 'all of
Management Accounting』は，近代管理会計のྺ史における࠷大の転換点となった．+ohnson
and Kaplan（1987）の主ுの֩心は，外部報告用の財務会計情報の論理にґ存した当時の管理
会計が，企業の真の原価構造やオペレーションの経済的実態に対して適合性を૕失したことに
あった．+ohnson and Kaplan（1987）は，当時の管理会計システムが，多֯化しෳࡶ化した製
品ラインや高度化した製造プロセスが生み出す間接費を，直接作業から起Ҽする基準で配ොし
ଓけていることを൷判した．この情報の࿪みは，製品別利益のޡ認をটき，݁果としてޡった
戦略的決定をಋくものとしてඳࣸされた．
　しかし，+ohnson（1992）が後に振り返ったように，この適合性の૕失は1950年代からண実
に進行していた．企業の多֯化とෳࡶ化が進Ή中で，直接作業を軸とする伝統的な配ො基準は
製品原価の࿪みをਂࠁ化させていたが，多くの企業はこの機能不શを，1970年代から80年代に
かけての激しいグローバルな競争ѹ力，とりわけ日本企業の台಄に直面するまで自覚できな
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かった．このようなഎܠから，活動基準原価計算（Activity-Based Costing：以下，ABC）へ
の関心の高まりは，管理会計のఀ଺と競争環境の激変という二つの力が収束した݁果生じた，
必વ的なパラダイムシフトであったと言える．
　わが国の原価計算実務の屋台ࠎとなっているのは，1962年に大蔵省企業会計審議会によって
制定された「原価計算基準」である．この基準は，財務諸表作成のための適正な原価算定を主
目的としており，制定から൒世ل以上が経աしたݱ在も，一度も改గされていない．高橋（2016）
や岡田・森ޫ（2017）が指ఠするように，この基準のߗ直性は，ݱ代の製造環境やI'RSのಋ入，
さらには会計監査のݫ格化という新たな要請との間にਂࠁなຎࡲを生んでいる．日本企業は長
らく，ݱ場における改ળ活動や情報の直接的な共有によって，会計システムの不උを補׬して
きた．しかし，グローバル化に൐う組織のڊ大化とෳࡶ化は，もはやݱ場の「あうんのٵݺ」
による補׬を困難にしている．ݱ代の日本企業において適合性をいかに回෮するかという問い
は，୯なる計算技法の刷新に留まらず，൒世ل以上にわたって内面化されてきた「基準」と，
いかにして「戦略的な実務」を再統合するかという，制度的な課題をؚんでいるのである．
　ABCは，活動を介して経営資源の消費を追੻することで，ෳࡶ化した原価構造の可ࢹ化を目
指した．しかし，ここで再考すべきは，ABCが「情報システム」に留まらず，組織成員の行動
や認識に変容をഭる「影響システム」としてのଆ面を有している点である．
　ኍ本（1988）は，日本の管理会計が原価の真実よりも，ݱ場の行動をいかに༠ಋするかとい
う影響のଆ面をॏࢹしてきたことを明らかにした．また，伊୮・青木（2016）は，管理会計が
経営૚の意思決定を助ける情報システムとしての機能と，組織成員の行動を༠Ҿする影響シス
テムとしての機能の二面性を持つことをڧ調している．すなわち，戦略実行の実ޮ性を高める
ためには，客観的な事実の提示（情報システム）と，それに基づく成員への働きかけ（影響
システム）が不可欠な྆ྠとして機能しなければならない．このような認識に立てば，Gatti
（2013）が指ఠするように，管理会計システムの本དྷの役割は，詳細な情報提供によって戦略の
ブラックϘックスを開์し，組織内の意思決定と行動を戦略へ整合させることにある．
　ここで，ABCは「作業が行われるプロセスを可ࢹ化し，ݱ場の人間が自らの活動をコントロー
ルするための情報を提供する」（+ohnson 2002, 54）ための言語的インフラストラクチャーとな
る．このようなプロセスॏࢹの情報提供を通じて，ݱ場が提示された財務指標による管理から
୤却し，自らのプロセスの管理主体性を取り໭すことこそが，+ohnson（1992）の「レレバンス・
リゲイン」の本質である．したがって，ABCによる活動の定ٛは，୯なる集計୯Ґのઃ定では
なく，組織成員に対して「何が価値を生Ή活動であるか」を再定ٛし，認識をリセットさせる
影響力を有しているのである．
　本研究のয点は，ABCが提供する原価配分情報が，業績測定システム（Performance Measurement
System：以下，PMS）のॏ要なデータ・インフラストラクチャーとして，組織内における「戦
略的対話（Strategic Dialogue）」のプロセスに対していかに動力を༩え，そのプロセスを質的
に向上させるかを解明することにある．本質的にABCは原価を算定するための計算技法である
が，PMSという広範な管理の࿮組みの中に組み込まれたとき，対話の۩体的なコンテンπを提
供するڧ力な「言語」へと変๴する．De Haas and Kleingeld（1999）によれば，PMSは୯なる
事後的な統制の道۩ではなく，組織શ体における戦略的対話をڧ化するプロセスとしてઃ計・
運用されるべきであるという．ABCによって生成される活動別原価情報は，この対話における
情報の信ጪ性と納得感をࢧえる．N�rreklit（2000）は，機ց的なҼ果関܎に基づく管理モデル
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を൷判し，組織成員間の૬互理解に基づく「コミϡニケーション的行為」のॏ要性を説いた．
戦略が有ޮに機能するためには，対話のアクターશ員が，議論の土台となる数値にӕや࿪みが
ないと認める必要がある．計算技法としてのABCが，活動୯Ґで経営資源消費の実態を੻づけ
ることによって提供する事実としてのଥ当性，つまり客観的ݱ実との整合性は，まさに合意形
成のための不可欠な前提条݅となる．すなわち，ABCはPMSというプロセスへの原動力として，
組織成員が誠実に向き合える「対話のプラットフォーム」としての役割を担うのである．
　以上のことから，本研究ではABCを組織的な学शと戦略の創発を推進する「戦略的対話のプ
ラットフォーム」としてҐ置づけ，管理会計のレレバンス・リゲインの移行を解明する．۩体
的には，+Önsson（2002）のプロセス管理論と+Önsson（1998）のコミϡニケーション理論を統
合し，ABCというデータ・インフラストラクチャーが，組織成員が自らの行動に対して正当な
説明を行うための語ኮをいかに提供するのかについて分析する．ここでの「正当」とは，ݸ人
の主観的納得ではなく，組織的に有ޮな論理や手ଓきに基づき，他者から承認され得る客観的
なঢ়態を指す（+Önsson 1998）．ABCを介して，経営૚とݱ場，あるいは経理部門と事業部門と
いった，異なる論理を持つアクター間の合意をいかに形成し，管理会計の適合性を回෮させる
のか．そのようなॏ૚的な構造を明らかにすることが，本研究の目的である．
　本論文は５ষで構成される．第２ষでは戦略のブラックϘックス化に対する管理会計の役割
をड़べる．第３ষでは，ABCを「境界対৅」としてଊえ直し，部門間をܨぐଆ面をڧ調する．
第４ষでは，N�rreklit（2000）の理論に基づき，ABCによってもたらされるアクター間の૬互
理解とイネーブリング・コントロールへのプロセスを明らかにする．࠷後に第５ষでは，本研
究の݁論としてレレバンス・リゲインを目指すための３つのレレバンスを提示する．

̎ɽઓུͷϒϥοΫϘοΫεͱ؅ཧ会ܭγεςϜͷೳಈత໾ׂ

���ɹ׆ಈݪՁͷࢉܭʹ͓͚Δա౓ͳਫ਼៛Խ
　2000年代のABC研究において，ABCಋ入企業が直面した実૷の困難さという内省的フェーズ
への移行が見られるようになり，ABCಋ入における失敗例への言及も૿えてきた．そのような
研究の中で，谷क（2019）が詳ड़したۜ行へのώアリング情報を取り上げる．ۜ行ではABCを
通じた正確な原価の算定を追求するという「情報システム」としての活用がڧ調されている．
この点については，次の発言から認識することができる．
　「࿑多くして，検ূができない，分析できない，改ળできないといった『ແい・ແい・ແいਚ
くし』である．このままଓける意味がແい．意味があったら教えて欲しい」（大手ۜ行企ը部長）
（谷क 2019, 96）
　そして，谷क（2019）では，このような発言から次の分析を行っている．
　「ABCは使えないというのは，経営や業務への適合性のことである．この評価には，10数年
以上実際にABCを運用してきた責任者ならではの説得力がある．他の業界や，世界的に見ても，
10数年以上ਫ਼៛にABCを運用してきたとこΖは，わが国のۜ行以外にないのではないか．それ
にもかかわらず，経営ਞ，ࢧళ長，ݱ場の担当者などの原価利用者には，いまだにABCによる
原価に納得してもらえず，原価を基にした収益性分析にはさらに信用してもらえていない，と
いうঢ়態である．ABCಋ入時から関༩してきたAࢯにとっては，まさにABCにཪ切られた思い
さえ๊いているঢ়گではないだΖうか」（谷क 2019, 96）
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　このように，原価情報の利用者にとって，正確性の高い原価算定の負ՙは，本དྷの顧客対応
という「戦略的活動」の્֐要Ҽとなった．
　Malmi（1997）が指ఠするように，実૷の失敗の多くは，数値の技術的なਫ਼៛さにݻ執する
あまり，その数値が組織内で「他者から見て正当な意味を持つか」というコミϡニケーション
上の適合性をܰࢹしたことに起Ҽする．この点についてۜ行におけるABCಋ入のഎܠをḷると，
真の収益性を可ࢹ化しようとするABCಋ入に関わる行員と，൴らにABCを「経営改ળの切りࡳ」
として積極的に推঑したコンサルタントやITベンダーという外部アクターの存在が確認された
（谷क 2019）．当時，金融業界内ではABCのಋ入ブームが起きており，本部ଆでは「よりਫ਼៛な
データこそが公平な業績評価を可能にする」という，システムઃ計ଆと管理૚の間での限定的
な合意が先行していた．しかし，ݱ場行員との間では，算出される数値の意味や測定のଥ当性
に関する「戦略的対話」が׬શに欠མしていたのである．そのため，原価の算出プロセスの不
ಁ明性とല大なメンテナンス負ՙだけがݱ場の不信感を૿大させ，࠷終的にシステムは「行内
にਁಁせず，ఀ止しても実֐がない」と判断されるまでに形֚化した．これは，技術的な正し
さが組織的な正当性を担保し得なかった「レレバンス・ロスト」の典型的な事例とଊえること
ができる．

���ɹ৘ใγεςϜͱӨڹγεςϜͷରཱ
　ABCಋ入・活用のં࠳を理解するための伴は，管理会計の二面性に求められる．伊୮・青木
（2016）によれば，管理会計には「情報システム」としての機能と「影響システム」としての機
能が存在する．谷क（2019）で示したۜ行の例にଈすると，前者は࠷適な意思決定のためのデー
タ提供機能であり，後者は成員の行動を༠ಋするシグナルとしての機能と言える．ۜ行の例は，
影響システムとしてのࢹ点を欠いたまま，情報システムとしての正確性を極限まで追求した݁
果生じた「測定のؾڰ（Measurement Madness）」であった．Gray et al.（2015）は，ա度な
定量的測定がِ૷工作や心理的ർฐをটき，組織の健康ঢ়態を損なうリスクをܯ告している．
ここでの影響システムは，ݱ場に改ળへのؾづきを༩えるというよりΉしΖ，自己監ࢹという
否定的シグナルを発信してしまったのである．ա度なਫ਼៛化にॏきを置くABCは，ݱ場にとっ
て自਎を助けるڸではなく，自਎を監ࢹし統制する࠯として認識される可能性がある．
　ኍ本（1988）が論じたように，日本の管理会計は古くから原価の真実を追求することよりも，
管理の目的ୡ成のためにいかに行動を༠ಋするかという行動への影響をॏࢹしてきた．しかし，
2000年代のABCಋ入においては，数字の正確さという計算の論理が，ݱ場の納得感に基づく改
ળという行動の論理に優先してしまったとଊえることができる．したがって，ۜ行の事例を通
じて，本དྷ「影響システム」としてݱ場の行動を戦略的に༠ಋすることが期଴されたABCは，
そのա度なਫ਼៛化によってݱ場の理解につながらず，管理会計本དྷの適合性を૕失することに
つながったと考えられる．

����ɹ-0$ϑϨʔϜϫʔΫͱϨϨόϯεɾϦήΠϯͷཧ࿦తج൫
　ABCಋ入時の失敗例を৐りӽえ，管理会計の適合性を回෮するための有力なީ補となるの
が，Simons（1995） のLevers of Control（以下，LOC） である．Bititci et al.（2018） は，
+ohnson and Kaplan（1987）の『レレバンス・ロスト』以߱，業績測定と管理の分野は๲大な
関心を集めてきたものの，いまだݻڧな理論的基盤が欠如していると指ఠしている．Bititci et
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al.（2018）は，SimonsのLOCこそが，管理会計システムを୯なる計ثから「戦略の創発をࢧえ
るプラットフォーム」へとঢ՚させるための，࠷もؤ健な理論的ࠎ組みを提供し得ると論じて
いる．Simons（1995）は，組織が戦略を実ݱし，同時に変化に適応するために必要な４つのレ
バーとして，信念システム，境界システム，਍断的コントロール・システム，インタラクティ
ブ・コントロール・システムをڍげている．
　先ड़のۜ行における例でABCがؕったのは，このLOCの適用バランスの著しい偏りである．
Bititci et al.（2018）もڧ調するように，管理会計が，ޮ཰性や公平性を追求する「਍断的コン
トロール・システム」や，制໿を課す「境界システム」といった技術的なコントロールにおい
てա度にਫ਼៛化されたとき，それはݱ場をറる監ࢹの࠯へと化す．管理会計の適合性を回෮す
るためには，ABCをLOCのレバーの一つである「インタラクティブ・コントロール」へとॏ心
移動し，戦略的不確実性をࠀ෰するための「対話の道۩」として再定ٛしなければならない．
Gatti（2013）が主ுするように，管理会計システムの本དྷの役割は，管理会計システムが企業
をਂい戦略的対話に巻き込み，実行中の戦略の見直しへとܨがる点にある．すなわち，ABCの
原価情報を統制の道۩としてのみならず，将དྷの戦略について組織内の対話を前提として，学
शをଅ進するための媒介として用いることが，レレバンス・リゲインの伴となる．
　ここでॏ要なのが，わが国の原価計算におけるABCのҐ置づけである．1962年の「原価計算
基準」は，外部報告という性質上，਍断的コントロールとしてのݫ格な規律を求めているが，
ABCは基準が直接的に規定しないಠ自の工෉を許容する「基準外」の技法としてのଆ面を持っ
ている．なぜなら，ABCが「戦略的プロダクト・ミックスを検討するために有用な，特घ調査
の製品原価計算という性格をもっており，それは，ݸ別原価計算や総合原価計算，あるいはશ
部原価計算や直接原価計算と組み合わせて実施される原価計算」（岡本 2000, 893）と言われる
ためである．したがって，ABCによる原価計算は，Simons（1995）のLOCを਍断的な利用から
インタラクティブな利用へと転換させる上で極めてॏ要な自༝度を提供する．
　財務諸表作成のための基準にとらわれないからこそ，企業は自社の戦略的文຺に合わせた「ಠ
自の活動定ٛ」をࡦ定し，マネジャー同士が「自分たちの戦略に直݁する数値」として語り合
うことが可能になる．高橋（2016）が指ఠするように，ݱ代のレレバンス・リゲインには，基
準という「公的規範」をଚॏしつつも，それとはಠ立した戦略的管理の論理を組織内にฒ૸さ
せることが不可欠である．ಠ自の論理がࡦ定可能な自༝度から生み出される自༝な対話を構造
的にࢧえるためには，異なる部門間（例えば経理と営業）を橋౉しする共通語ኮが必要となる．
次ষでは，この対話を構造的にࢧえる࿮組みとして，ABCを「境界対৅」としてଊえる理論的
検討を行う．

̏ɽઓུతର࿩ͷߏ଄Խͱڥքର৅ͱͯ͠ͷ"#$

���ɹ٬ސ会ܭΛ௨ͨ͡ϚʔέςΟϯάͷʮෆಁ໌ੑʯͷղফͱઓུͷՄࢹԽ
　管理会計のレレバンス・リゲインを実ݱする上で，検討対৅となり得る戦略の一つがマーケ
ティングの領域である．マーケティング活動で発生する原価は，ൢച費および一ൠ管理費（以
下，営業費）で管理されることが多く，伝統的な財務会計の࿮組みでは，これらの費用が一ׅ
して期間費用として処理される．このような期間費用としての会計手ଓきによって，マーケティ
ング活動における経営資源がどのような意ਤで消費されたのか，そして資源消費によってどの
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ような݁果がもたらされたのかというҼ果関܎は，不ಁ明なままとされてきた．
　営業費は，営業費計算や営業費管理として原価計算の一領域として扱われてきた．そこでは，
営業費を୯なる計算手ଓきの対৅にとどめず，算定された原価情報を管理会計情報としていか
に活用するかについても検討すべきである（君島 2014, 92）．例えば，特定の優ྑ顧客のために
消費した経営資源を原価として数値化することは，୯なるコスト࡟減を目的とするものではな
い．営業費を顧客セグメント別に管理することは，各顧客セグメントに対するൢചଅ進活動の
業績評価において不可欠であり，将དྷのൢചଅ進活動に関する経営意思決定をࢧԉするための
基盤となる．このようにൢചଅ進のݱ場の実態を客観ࢹし，その実態を説明するために関܎の
アクターと共通の語ኮを持つことは，組織શ体の戦略的介入を能動的なものへと転換させる．
　Matsuoka（2020）もまた，管理会計とマーケティングのインターフェースを୳求する先行研
究を整理する中で，顧客を将དྷのΩャッシϡフローを生み出す「知的なແ形資産」としてଊえ
る顧客会計の戦略的意ٛを提示している．この戦略的意ٛに立٭して考えると，ൢചଅ進費や
顧客対応費用は୯なる経営資源の消費のみならず，顧客資産価値をҡ持・向上させるための投
資として再定ٛすることができる．このような環境下において，ABCは経営資源の消費とその
݁果というҼ果関܎の解明に役立ち，さらには投資がどの活動を通じて，どの顧客セグメント
の価値創出に寄༩しているかを۩体的に明らかにすることが期଴できる．
ᶃɹӅΕͨαʔϏείετͷՄࢹԽ
　例えば，サービス提供の特ٸ対応や返品処理といった活動が特定の顧客セグメントに集中し
ている場合，営業౒力の൓面，部分࠷適化の要Ҽもුきூりになる．
ᶄɹ経営ݯࢿͷޡ഑෼
　「ച上は大きいが利益の௿い顧客」のҡ持に大൒の時間を費やし，戦略的にॏ要とされる「将
དྷ成長が見込まれる新規顧客」への活動がૄかになっている実態を，業務活動データとして提
示することができる．
　+Önsson（1998）が指ఠするように，このように可ࢹ化された活動データは，組織成員が自ら
の行動の正当性を他者に説明するための語ኮを提供する．例えば，これまで「ݱ場のצ」といっ
たᐆດな語ኮでย付けられていた戦略実行の細部について，共通の言語を用いることによって，
経営管理者とݱ場の間で「どの活動が戦略的価値を生んでいるのか」という本質的な議論が可
能になる．すなわち，ABCは戦略実行プロセスのブラックϘックスを開์し，組織内の経営資
源配分を戦略的意ਤに整合させるための「対話のプラットフォーム」として機能する．

���ɹڥքର৅ͱͯ͠ͷ"#$Ϟσϧ
　ABCが組織内において୯なる計算݁果を௒え，戦略的対話を実施する૷置として機能するプ
ロセスを理解する上で，Briers and Chua（2001）が提এした「境界対৅（Boundary ObKect）」
を適用する．Briers and Chua（2001）では，組織を，異なる専門的知識，価値体ܥ，評価尺度
を持つෳ数の「社会的世界（Social Worlds）」の集合体としてଊえる．各世界はಠ自の論理に
よって行動しており，例えばマーケティング部門は「顧客価値の࠷大化」を至上命題とする世
界で動く一方，経理部門は「コストޮ཰と財務的規律」を優先する世界で動く．これらの異な
る世界がަࡨすると，互いの論理がি突し，コミϡニケーション不શが生じやすい．対立する
世界の間で，ABCモデルは「境界対৅」として機能すると考えられる．境界対৅とは，このよ
うに異なる社会的世界の境界にҐ置し，それͧれのアクターが自らの文຺で解ऍ可能でありな
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がら，同時に共通の構造をҡ持することによって，異なる世界間の຋༁を可能にする対৅を指
す．Briers and Chua（2001）の定ٛによれば，境界対৅は「異なる世界にまたがって機能し
つつ，共通の意味をҡ持するもの」（Briers and Chua 2001, 242）であり，解ऍのॊೈ性とؤ健
性という二つの属性を持つことで組織的な変ֵを媒介する．これら二つの属性により，ABCは
マーケティングの語ኮから会計の語ኮへ，あるいはそのٯのベクトルへと຋༁する૷置となる．
この຋༁が成立して初めて，各部門は自らの主体性を保ったまま，共通の戦略目標に向かって
「戦略的対話」を行うことが可能となる．

����ɹઃܭϓϩηεͦͷ΋ͷ͕ੜΈग़͢ର࿩ͱίϛοτϝϯτ
�����ɹγεςϜઃܭͱ͍͏໊ͷઓུత಺ল
　ABCを対話のプラットフォームと決定づける要Ҽは，׬成したシステムの事後的な利用だけ
ではなく，そのプラットフォームのઃ計プロセス自体に内在している．De Haas and Kleingeld

（1999）やDe Haas and Algera（2002）の実ূ研究によれば，業績測定システムのઃ計ஈ֊
における組織成員の能動的な参加は，組織内における対話の質をܶ的に向上させることが明
らかになっている．ここでॏ要となるのが，システムઃ計を通じた「戦略的内省（Strategic
Reqection）」という概念である．De Haas and Algera（2002）は，戦略マネジメントを内省と
行動の動的なプロセスとしてଊえている．ABCのઃ計において，活動をどのཻ度で定ٛするか
を決定する作業は，組織成員に対して「我々の組織にとって何がॏ要な価値創出プロセスなの
か」という本質的な問いを突きつけ，自らの行動のഎ後にある論理を再検ূさせる内省の機会
を提供する．De Haas and Algera（2002）がड़べるように，このプロセスは「組織あるいは組
織の一部に向けた戦略のࡦ定」（De Haas and Algera 2002, 43）を実質的に൐うものとなる．

������౷੍͔ΒΠωʔϒϦϯάɾίϯτϩʔϧ΁ͷঢ՚
　ઃ計ஈ֊での対話がもたらす࠷大の成果は，管理会計システムが組織成員をറるڧ制的な道
۩から，組織成員の能力を֦ுする「イネーブリング・コントロール」の資源へとঢ՚される
点にある．Ahrens and Chapman（2004）は，Adler and Borys（1996）の׭྅制理論を管理会
計の文຺に֦ுし，イネーブリング・コントロールというࢹ点を提এした．
　システムが「ڧ制的」になるか「イネーブリング」になるかの分ذ点は，ઃ計ஈ֊における
対話の有ແにある．自らが活動定ٛに参加し，自らのݱ場実態が൓өされたABCモデルは，ݱ
場にとって外部からԡし付けられた監ࢹカメラのようなものではなく，他部門とަবするため
の経営資源へと変容を਱げる．数値が「自਎をࡋく道۩」から「自਎を助ける言༿」へと変わ
ることこそが，本研究が定ٛする「レレバンス・リゲイン」の実質的な内容に他ならない．次
ষでは，このઃ計プロセスと運用において生じる対話が，いかにしてN�rreklit（2000）の説く
૬互理解の次元へとୡするのか，そのコミϡニケーションのਂ૚構造を解明していく．

̐ɽ૬ޓཧղͱଥ౰ੑͷ௥ٻʕίϛϡχέʔγϣϯతߦҝͱͯ͠ͷݪՁ഑෼

���ɹػցతҼՌؔ܎Ϟσϧ΁ͷ൷൑ͱίϛϡχέʔγϣϯ΁ͷํ޲స׵
　N�rreklit（2000）は，バランス・スコアカード（Balanced Scorecard：以下，BSC）に代表
される業績評価システムが，業績評価指標間の論理的連࠯を「機ց的なҼ果関܎（Mechanical
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causal relationship）」に求めす͗ている点をڧく൷判した（N�rreklit 2000, 71）．多くの業績評
価システムは，ある指標が改ળすれば必વ的に次の指標が改ળするというઃ計者の主観的Ծ説
を，あたかも客観的な真理であるかのようにޡ認している．しかし，組織というෳࡶな社会的
世界において，組織成員の自律的な納得を൐わない数値の連࠯は，実ޮ性を持ち得ない．そこ
で，この機ց論的モデルに代わるࢹ座として，N�rreklit（2000）では，組織成員間の「૬互理
解（Mutual understanding）」をࢧえる఩学的基ૅを，+Ûrgen Habermasの「コミϡニケーショ
ン的行為（Communicative action）」の理論に求めた（N�rreklit 2000, 83）．Habermasの理論
に基づけば，人間の行為は，「戦略的行為（Strategic action）」と，対話を通じて主ுのଥ当性
を認め合い，合意を目指す「コミϡニケーション的行為」に大別される．
　管理会計システムが提供する数値は，ݱ場をറる，あるいは一方的なૢ作の道۩ではなく，
このコミϡニケーション的行為をࢧえるための客観的なプラットフォームとして機能すべきで
ある．ABCによるਫ਼៛な原価配分は，組織成員が互いに事実を認め合い，共通の認識にୡする
ための「コミϡニケーション的インフラインフラストラクチャー」としての本質を有している．
すなわち，第３ষで議論した「境界対৅」としてのABCが提供する共通語ኮは，Habermasの
いうコミϡニケーション的行為をもたらし，組織内に真のྃ解を得るための基盤となる．

����ɹଥ౰ੑͷࠜڌͱͯ͠ͷݪՁ഑෼
　N�rreklit（2000）は，コミϡニケーション的行為において૬互理解にୡするための要݅とし
て，以下の３つのଥ当性要求（7alidity claims）をڍげている．ଥ当性要求とは，発話者が自
らの発言の正当性を૬手に保ূしようとする行為であり，これらがアクター間で充଍・承認さ
れることで，初めて対話はコンセンサスを得る（N�rreklit 2000, 83）．ABCによるਫ਼៛な原価
配分は，これらの要求を۩体的かつ計算的な事実によって組織内に定ணさせる．
ᶃɹਅ࣮ੑʢ5SVUIʣ
　࿪みのない客観的ݱ実の共有であり，提示されたデータが客観的事実に基づいていることを
指す．伝統的な原価計算では，特定の製品や顧客が多くの原価を負担させられる「原価の࿪み」
が生じ，対話の前提が่れる．これに対し，ABCは資源消費のҼ果関܎を活動୯Ґで੻づける．
この計算の真実性が確保されることで，組織成員はዞ意性をഉした共通の土台に立って対話を
開始できる．
ᶄɹ੣࣮ੑʢ4JODFSJUZʣ
　Ӆṭのないಁ明な提示であり， 発信者が情報をӅṭせず， 正直に提示していることを指
す．管理会計が一方的な断ࡑのࠜڌとして機能する場合，ݱ場は不都合な情報をӅṭするが，
+ohnson（2002）がड़べるように，ABCがプロセス改ળの道۩となるとき，数値は誠実性の表
明へと転換される．例えばアイドル・Ωャパシティの可ࢹ化である．非ޮ཰をӅさずに「将དྷ
の成長余力」あるいは「ݱ在のϘトルネック」として正当に開示する࢟勢が，組織内に心理的
安શ性をৢ成する．
ᶅɹਖ਼౰ੑʢ3JHIUOFTTʣ
　アクター間で共有されているあるべき࢟との合கであり，そのルールや言説が，組織の規範
や価値体ܥに照らして適切であることを指す．ABCにおけるコスト・ドライバーの選定は，୯
なる作業ではない．それは「我々は何を価値ある活動と認めるか」という規範的な合意形成そ
のものである．ઃ計ஈ֊での対話を通じてࡦ定された正当な配分ルールは，݁果としての数値
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を，外部からԡし付けられた統制ではなく，自らが従うべき納得された規範へとঢ՚させる．

����ɹΠωʔϒϦϯάɾίϯτϩʔϧΛ͑ࢧΔ̐ͭͷಛੑͷ۩ମతల։
　先ड़のଥ当性要求が充଍されるとき，すなわち，アクターが提示された数値に真実味を感
じ， ルールを正当と認め， ૬手の誠実さを確信したときに，ABCはAhrens and Chapman

（2004）が提এした「イネーブリング・コントロール（Enabling Control）」の性格をଳびる．
Ahrens and Chapman（2004）は，Adler and Borys（1996）による能動的な׭྅制の議論を֦
ுし，イネーブリング・システムがඋえるべき以下の４つの特性を定ٛしている（Ahrens and
Chapman 2004, 280Ȃ281）．そして，ABCはこれらの特性にԊってどのように説明できるのか．
ᶃɹम෮ੑʢ3FQBJSʣ
　システムに実態とのဃ཭がある際，ݱ場のマネジャー自らがそれを指ఠし，म正プロセスに
関༩できる特性である．ABCのドライバーがݱঢ়を൓өしなくなった際，一方的に数値をಡみ
替えるのではなく，対話によってロジックそのものを更新（म෮）できるॊೈ性は，システム
のレレバンスをҡ持する伴となる．
ᶄɹॊೈੑʢ'MFYJCJMJUZʣ
　各部門が自らの文຺に合わせてシステムを使いこなせる特性である．ݱ場が自らの改ળ活動
のためにABCのデータを自༝にシミϡレーション（What-if分析等）に用いることができるঢ়態
を指す．特घ原価調査としてのABCは，こうしたݱ場の創意工෉を許容する自༝度を本質的に
有している．
ᶅɹ಺෦ಁ໌ੑʢ*OUFSOBM�5SBOTQBSFODZʣ
　システムの計算論理（配ො経࿏やҼ果関܎）が，ブラックϘックス化されずに組織成員に開
示されている特性である．ABCの経済的資源から，活動，そして原価計算対৅へという論理的
な連࠯は，伝統的原価計算におけるෳࡶな配ො計算の不ಁ明さをഉ除し，組織成員の納得感を
．えるインフラストラクチャーとなるࢧ
ᶆɹશମಁ໌ੑʢ(MPCBM�5SBOTQBSFODZʣ
　自らの活動が，組織શ体の戦略や他部門のプロセスといかにܨがっているかが見える特性で
ある．境界対৅としてのABCは，部門間の૬互ґ存性を可ࢹ化し，部分࠷適を௒えたશ体࠷適
のࢹ点からの戦略的対話を可能にする．

���ɹίϛϡχέʔγϣϯɾΠϯϑϥετϥΫνϟʔͱͯ͠ͷ"#$
　本ষでは，Habermasの理論をԉ用することで，組織成員間の「૬互理解」を基盤とした新た
な管理のあり方を検討してきた．ABCを通じた「レレバンス・リゲイン」の本質は，数値の正
確さそのものにあるのではなく，その数値が組織成員にとって「自らの行動を正当化し，他者
とݐઃ的に議論するための正当な言༿」として機能するプロセスにある．第３ষで論じた「境
界対৅」としてのABCが提供する共通語ኮは，本ষで示した「ଥ当性」のフィルターを通աす
ることによって初めて，ݱ場に力を༩えるイネーブリング・コントロールへと転換される．
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̑ɽϨϨόϯεɾϦήΠϯΛ͑ࢧΔ̏ͭͷϨϨόϯεͷఏࣔ

���ɹϨϨόϯεɾϦήΠϯΛ͑ࢧΔ̏ͭͷϨϨόϯε
　本研究の考察として，これまでの議論を統合し，管理会計のレレバンス・リゲインを実
．するための３つのレレバンスを提示するݱ これらのレレバンスは，N�rreklit（2000） が
Habermasの理論をԉ用して提示した３つのଥ当性要求（真実性・誠実性・正当性）を，ABC
という۩体的な管理会計システムの運用においていかに充଍させるかというプロセスを構造化
したものである．管理会計，とりわけABCが୯なる「計ث」ではなく，組織成員の૬互理解を
．える「コミϡニケーション的行為」へとঢ՚するために不可欠なॏ૚的構造を以下に示すࢧ

�����ɹ੍౓తϨϨόϯεʢਅ࣮ੑͷ࿦ཧɿ5SVUIʣ
　１つ目のレレバンスは，計算プロセスそのものの論理的一؏性と客観性を担保する「制度的
レレバンス」である．これはN�rreklit（2000）の「真実性（Truth）」，すなわち提示された命
題が客観的事実に基づいているという要求を充଍させる基盤となる．わが国の文຺においては，
1962年の「原価計算基準」というݻڧな制度的伝統がこのレレバンスを規定している．ABCは，
基準が許容する「Ҽ果関܎の論理」を活動୯Ґでਫ਼៛化することで，対話のアクターશ員が「こ
れは客観的な事実である」と信頼できる土台（インフラストラクチャー）を提供する．制度的
レレバンスの確保こそが，対話を開始するための前提条݅となる．

�����ɹࢉܭతϨϨόϯεʢ੣࣮ੑͷ࿦ཧɿ4JODFSJUZʣ
　２つ目のレレバンスは，戦略実行プロセスのブラックϘックスを開์し，部門間のนをӽ
える共通言語を創出する「計算的レレバンス」 である． これはN�rreklit（2000） の「誠実
性（Sincerity）」，すなわち発信者が意ਤをِらず情報を開示しているという要求に対応する．
+ohnson（2002）がڧ調したプロセスの可ࢹ化は，不ಁ明になりがちなマーケティングの活動
（顧客価値）を経理の言༿（コストޮ཰）へと຋༁し，情報のӅṭをഉした誠実な戦略的対話を
可能にする．ABCという計算技法が，経営資源配分の実態を活動として誠実にөし出すとき，
数値はݱ場をࡋくための道۩から，共通の課題を解決するための信頼のূへと転換される．

�����ɹ૊৫తϨϨόϯεʢਖ਼౰ੑͷ࿦ཧɿ3JHIUOFTTʣ
　３つ目のレレバンスは，イネーブリング・コントロールを通じて組織成員の納得と行動変容
をҾき出す「組織的レレバンス」である．これはN�rreklit（2000）の「正当性（Rightness）」
に対応する．第２ষで分析したۜ行の事例（谷क 2019）は，この三つ目のレレバンスが欠མし，
計算がݱ場の自律性を奪う「測定のؾڰ」と化した典型である．+Önsson（1998）の「対話」や
Simons（1995）の「インタラクティブ・コントロール」を通じ，まるで「ྫྷたい数値」に「೤
い人間的な生命」を吹き込Ήようなプロセスがؚまれる．組織成員がABCのઃ計ஈ֊から関༩
し，規範的合意を形成するとき，算出される数値は正当な規範として承認され，管理会計のレ
レバンスは݁׬する．
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���ɹ�ຊ研究ͷ݁࿦ͱޙࠓͷ՝୊
　1987年の『レレバンス・ロスト』が突きつけた本質的な課題は，組織におけるレレバンス・
ロストであった．本研究の݁論として，管理会計のレレバンスは，技法としてのਫ਼ີ化（情報
の質）と，組織成員の૬互理解（対話の質）が，ABCという境界対৅を介して統合されたとき，
初めて回෮されることを提示した．ABCは，戦略のブラックϘックスをコミϡニケーション的
行為によって開์し，人々の行動をࢧえる「対話のプラットフォーム」として機能するインフ
ラストラクチャーとしてଊえることができる．
　本研究は，「原価配分」を「૬互理解」の成立要݅として再定ٛし，そのॏ૚的構造を３つの
レレバンスとして体ܥ化した点に意ٛがある．また，Simons（1995）のインタラクティブ・コ
ントロールを前提として，数字を媒介とした「ਂい戦略的対話」を日常のプロセスにຒめ込Ή
ことのॏ要性を指ఠした．今後の課題としては，デジタル・トランスフォーメーション（D9）
の進展に൐う対話の変容の解明がڍげられる．これらの研究は他日に期したい．
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